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ポスター発表Ａ　◆コミュニティ・ケア（１）

「地域生活支援センターを開設して１年」　～利用者・利用状況を通して見えてきたもの～

　栃木県　医療法人　孝栄会　前沢病院

地域生活支援センター　ハートランド

菊池　奈央子

地域生活支援センターを開設して１年。

活動状況は、

○ 電話相談を含む各種相談利用

· 就労支援・他期間との各種調整を含む個別支援

· 入浴サービス

· 夕食サービス

· 同行サービス

· 訪問サービス等の日常支援

· 日中の居場所の提供

上記のサービスを行いながら、新しいニーズなどを発掘するためにアンケート調査を実施。

サービスの大半は、夕食サービスと憩いの場、仲間作り、交流・情報交換の場

　　　　　

　　　　　センターを社会資源の一つとして認知してもらう為に、来所してもらうことに力を注いできた事が要因。電話相談が少なかった。

考察：開設して１年の施設であったが、自分たちの業務をアンケートという形で振り返り、そして新たなニーズを掘り起こしていくものに役立てている。当事者の活動や自己決定などが話題にあがる中、青明舎でもアンケートを実施し、当事者の声を聞きながら、今後の活動の参考にしてみてもいいのではないだろうか。

「脱施設化プロジェクト（Ｄ－Ｐｒｏｊｅｃｔ）への取り組み」

「脱施設化後の生活支援」

福島県　安積保養園附属あさかホスピタル

吉田　久美　

成田　恵津子

慢性統合失調症患者に対し、以前から実施していた「ささがわプロジェクト」を踏まえたうえで、脱施設化プロジェクト『D-Project』を行った。

その際には、欧米ですでに実践されている科学的根拠に基づいた認知行動療法的介入とされる統合型地域精神科治療プログラム（OTP）をソフトウェアとして用いた。

今回も、慢性統合失調症患者に対し、退院を目的とした心理教育研修をOTPに基づいて実施。

テキストとして「精神科リハビリテーションワークブック」を用い、３ヶ月間１クール、含２２回のセッションを実施。

セッションはプロジェクト担当医、作業療法士、プロジェクト担当看護師が主として進行し、適宜薬剤師等を講師として招いた。

グループセッションでは、開始時点より内容の難しさが聞かれたり、具体的な退院へ向けた動機付けがされておらずセッションの内容も身に付かない他人事ととらえている。結局最終的に１０名中２名が脱落した。この経験を踏まえ、「退院が具体的にイメージできるように支援すること」が課題としてあげられ、次にあげる公開講座を開始した。

E―カレッジ（D-projectにおける公開講座）

概要

当院の慢性期開放病棟に入院しいてる当事者（１３７名）に対し、週１回３０分間の公開講座を実施。

取り組むテーマ

○OTPの必要性　　　○病気について　　　○薬について

· 症状再燃のサイン　○お小遣いについて　○社会資源

○栄養について　　　○生活習慣病　　　　○たばこやアルコールに頼らないために

経過

· 現在のところ２クール目に入り、各病棟とも平均５０名前後が参加、当事者たちが自ら疾病や日常生活に対して主体的に向き合う機会になっている。

· 個別的なフォロー体制を整えており、潜在的なニーズの掘り起こしと退院の実現に向けて当事者との　　　

　　　支援が始まり、当事者の退院のイメージが変化してきている。

· 他疾病（慢性病棟、急性期病棟）においての展開も実現に向けて進行中である。

退院（地域）支援室　（Ｄ－Ｐｒｏｊｅｃｔの広がり）

概要

· 慢性期開放病棟から退院を希望する当事者に対して本人のニーズを把握し本人に至適な退院先や支援を多職種で効率的に幅広く提供する事を目的として退院（地域）支援室を設置した。

· 支援室は基本的に週１回のミーティングを開催し関わりの現状と課題、進行状況などを情報の共有を密に行う事でアプローチの統一を図っている。また院内の部署のみではなく地域支援者と共に退院

退院支援の流れ

本人からの質疑

↓

担当医より地域（通院）支援についての説明

↓

本人の同意を得てスタッフと話し合いの基、

地域（退院）支援契約用紙の記入・提出・登録

↓

スタッフによる地域（退院）支援登録プロフィールの記入・提出

↓

本人にニーズを基に地域（退院）支援計画の提案・修正

↓

担当医より具体的な支援内容の説明と同意（同意書の記入）

↓

支援開始

↓

会議の開催による支援内容の報告と再検討

↓

退院支援の現状

地域（退院）支援者の現状

· 現在の登録者２２名

· 診断名　統合失調症　２０名

　　　　　　精神遅滞　　　１名

　　　　　　人格障害　　　１名

○男女比　　１６：６

○年齢　　　　２３歳～７８歳（中央値：５１歳）

○入院期間　　３ヶ月～３９０ヶ月（中央値：６２ヶ月）

· 具体的支援内容　ＯＴＰ、調理訓練、服薬管理

· 現在７名が退院、６名共同住居、１名自宅

退院（地域）支援室における各職種の取り組み

· 退院（地域）支援チームと役割参照

· ＯＴは一連の支援の中で主にＯＴＰ研修を担当、生活の質を重視する職種としてその人の生活に必要な具体的なスキルの練習やエンパワメントの強化実践のため、又独自性のある実践のため試行錯誤を繰り返している。

· 当事者と問題を共有し退院という具体的な目標へ向かってインフォームドコンセントを徹底、当事者が行うすべての行為を「作業」としてとらえ、「意味のある作業」実践のため当事者との協業を繰り返している。

まとめ

· 今回プロジェクトを実践する過程で脱施設化の難しさ（ホスピタリズム）に直面した。

· 統合型地域精神科治療プログラムの実践に「精神科リハビリテーションワークブック」をテキストとして用いる事で、他職種が同じフィールドに立ち同じ情報を当事者に提供でき、一定の関わりを持つことの保証が可能になった。

· 今回のプロジェクトでの取り組みは個人のニーズを掘り起こし、効率的なサービス提供につながったと考える。

今後の課題

· 本人の主観やニーズに応じた個別のサービス提供

· 退院に対する職員の意識改革・連携強化

· 退院先別に支援内容を明確化し、統一した認識の基、支援できるようなシステムの作り

· 地域への働きかけと連携や退院後のサポート体制の構築（地域生活支援センターの拡充、再発防止プログラム、メンタルヘルス、予防医学）

ＯＴＰ実施後の生活支援

地域生活支援センター、デイナイトケア、訪問看護が連携をとりながら、脱施設化（退院後）の生活を支える。結果、全体的に大きく精神症状を崩す事はなく、逆に生活範囲が拡大され、共同住居を退所しアパートやグループホーム、福祉ホームでの生活を始める方もでてきた。しかし、生活習慣病の増加が見られるようになった。

問題点として

1 精神障害者が陥りやすい生活習慣

2 抗精神病薬の長期服用の影響

3 身体疾患による再入院

4 生活の質に関わる問題

が挙げられ、精神障害者を取り巻く生活習慣病について熟知しておくことが必要である。

考察：退院促進事業を利用し、『D-Project』を展開した。様々な職種の中で脱施設化（病院から地域へ）という思いはあるものの実際には脱施設化は進まないが、その中でもあかさホスピタルは病院機能を廃止し、共同住居に転換した。世界的にみるとＡＣＴ（包括的地域ケアシステム）というものも進んでいるのが現状であり、日本も徐々に精神病床数も減り、このような形に移行してくるだろう。その中でも先駆けてそれを実施したのが、あさかホスピタルである。日本でも、このような事例がたくさん出てくる事が予想される。各職種が同じフィールドに立ち同じ知識や情報をメンバーに提供する事が可能となった今日、当事者の個別性を重要視したチームアプローチが必要なのではないか。

　　　

スライド発表１　◆コミュニティ・メンタル・ヘルスケア

座長：秋山　一郎（栃木県・両毛病院）

「地域生活支援に向けて　関係機関との連携と精神科病院の役割」

兵庫県　医療法人　樹光会　大村病院

生活訓練施設こもれび

大村病院

　精神障害者居宅介護等事業を平成１４年６月に立ち上げ、精神障害者居宅生活支援事業全ての運営主体となる。

　平成１５年度より、精神障害者へのケアマネジメントが本格実施されると言われたが、近隣市町村の現状を見る限り、実施は皆無である。その中で、市町の担当者は、利用者にとっての適切なサービス提供の判断が難しいようである。大村病院は平成１４年６月にヘルパー講習会を実施。平成１４年１１月に模擬ケア会議を実施。平成１５年３月に、健康福祉事務所との話し合いのもと、ヘルパー講習についても必要に応じて協力して実施して行くこととした。又、健康福祉事務所に働きかけ、平成１５年１２月には精神障害者居宅生活支援事業の関係者連絡会を持つことができた。

精神科病院は、ただ病院としてあるのではなく、地域における精神科領域の専門家集団として、現在既にある社会資源を育てるという視点を持ち、コミュニティケアを進めていくべきである。

考察：入院患者が介護認定をとるために、介護支援専門員が精神科病院に行き来をするようになった。その介護支援専門員がきっかけで、健康福祉事務所との連携をとれるようになった。

介護支援専門員であっても、精神障害者に対して偏見があり、実際に精神科病院の中を見た事により、少しずつ精神障害についての偏見が減ってきたのではないか。

『精神障害を背景とした「ひきこもり」に対する「往診」の活用』

兵庫県　東加古川病院

橋本　千穂

心理社会的な援助で対応可能な、いわば社会的ひきこもりと、医療的な対応が求められる精神障害を背景としたひきこもりが混在する。精神障害を背景としたひきこもりにおいては、医療を速やかに提供する必要がある。２つの事例をあげ、保健所を通じて「往診」による本格的治療への導入を行った。

２つの事例は、精神疾患の一症状として「ひきこもり」を呈しており、精神医学的な治療が必要であったが、家族の力だけでは対応が困難であった。地域精神保健の中心を担う保健所と地域精神医療の中核をなす精神病院が連携し、往診とう形で治療への導入をする事ができ、ひきこもり解消に至った。

考察：往診は、地域で暮らす精神障害者の方の症状の再燃を早期発見、早期解決するものに役立つ。地域生活支援センターでも、保健所、医療機関と連携してひきこもりの解消に努めなければいけない。その為には、在宅で生活を送っている方への常日頃からの関わりが必要だと思う。我が青明舎では、定期的に登録者についてスタッフ全員で検討会のようなものを開き、スタッフ間で情報の共有をしている。最近、姿を見せない利用者については、何らかのアプローチなどをして関わりをもつようにしたり、関係機関からの情報を収集している。ひきこもりの解消にまではつながらないが、そうした誰かが、どこかで係わっているような、又、支援が切れないで、細い線でつながっているような支援が、青明舎でできるひきこもり解消の支援ではないだろうか。

ポスター発表Ｅ　◆デイケア（就労支援）

座長：渡辺　宣子（兵庫県・大村病院）

「精神障害者の就労支援を考える」

兵庫県・医療法人恵風会　高岡病院　向井　環

病院デイケアでは、病状の改善、再発予防、ＱＯＬの向上を目的に行ってきたが、就労という形にまで結びつかず長期在籍者の増加が問題となっている。

ジョブガイダンスに参加し、労働側の専門機関と連携して就労支援を行った。

デイケアスタッフが、就労支援をどのように進めていくのか、又、スタッフの力量不足で、当事者を混乱させてしまい問題点が見えてきた。

1 労働側と医療側の障害開示に対する意見の相違：労働側の専門機関は障害開示に積極的であるのに対し、医療側は保護的な傾向にある

2 各専門機関の制度に対する理解不足：我々の理解が不足していた為、導入部分での説明が遅れた

3 病院内外の各専門機関との連携不足：対象者に対し、多くの専門スタッフが係わっていたが、チームとしての機能が欠けていた。今後は、互いの専門性を尊重しながら当事者のニーズに即した目標を共有し、役割分担の確認を行っていく必要がある。

支援制度の理解と情報交換を行い、希望に即したサービスを提供できるようにしていきたい。

考察：デイケアでの就労支援というのは、限られた範囲でしか行えない。その中で就労支援を進めるには、労働の専門機関やその他関係機関などを巻き込んでいく事が必要である。その為には、相互の役割の理解が必要である。自分の仕事を振り返ると、まだまだ新規事業の説明不足で周囲の方に理解を得られていない。今後デイケアと関わりながら就労支援を進める事も考えられる為、その事例で得たものをいかして、デイケアからの就労支援を目指していきたい。

「精神障害者の就労支援について　～グループ就労支援事業と当院におけるパート就労の実践を通して～」

大阪府・小阪病院デイケアセンター　森本　典子

精神障害者グループ就労支援事業
平成１４年度から、大阪府の委託事業である「精神障害者グループ就労支援事業」を行っている（３年間）

参加者は常に４～６人のグループを単位として半年間の間に就労基礎訓練と職場実習を行う。

これにより、個人での就労で起こりがちな、緊張やストレスの為の体調の変動を軽減する事が期待でき、グループ就労による職場実習が持続性の面で訓練効果が高く、本雇用へ結びつく可能性が高まると考えている。

事業の流れは、　基礎訓練３ヶ月、職場実習３ヶ月の半年を１クールとする。

グループ就労支援事業には６名が参加し、訓練全般にスタッフのサポートがある。

又、院内給食パート作業は、デイケアスタッフが全般に渡って導入時の指導、個別相談などスタッフのサポートがあり、不適応を起こさないで訓練を行っている。

どちらも保護的状況の下で、グループ就労をしたことで、問題が発生した時には早期対応、早期解決ができた。

質問：グループ就労支援事業または院内給食パートから一般就労した方はいるのか？

回答：なし

考察：グループ就労支援事業と院内給食パートは、どちらも福祉的就労である。福祉的就労が悪いという事ではない。デイケアでの就労支援という関わりで、就労支援は高い目標の一つであるが、デイケアでの就労支援として今回の発表を聞くと、「デイケアのスタッフの支援はここまでするものなのか？」という疑問をもち、仕事としては行き過ぎているのではないか。地域によって社会資源の状況が違う事も否めないが、「抱え込み」すぎている感を受ける。福祉的就労の善し悪しはある。その中で、いかに最前のものを対象障害者に提供できるか、広い視点で考えた、将来を見据えた支援を心がけていきたい。

まとめ：まずは「精神医学会」というものの規模の大きさにとても驚いた。各講演、パネルディスカッシ

ョン、シンポジウム、スライド・ポスター発表などのテーマを聞いただけでも、多岐に渡り、一

つ一つがとても研究されており、足を運び、自分の耳で実際に聞く事ができなかったものについ

ては、少々心残りである。

これだけテーマが多くあり、様々な職種が関わるという事は、それだけ精神医療というものが、

チームで行うものだ、という事を実感した。施設関係では、社会資源の状況が地域により充実している地域や、社会資源に乏しい地域など様々であるが、それはあまり問題ではなく、ある資源を上手く使ってやりくりしている。既存の社会資源を活用する以外にも、資源を作るという事をしている機関もあり「無ければ創る」という事も考えていかなければいけない。あさかホスピタルのような展開も増えている。精神障害者ばかりが、「地域へ、地域へ・・・」というばかりでなく、それに携わるスタッフも地域に出て支援をして「開かれた病院」「地域医療」という事を

スタッフが共通の目的をもって連携し、支援をしていくことが必要だと思う。







アンケートを実施





新たなニーズ








